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令和 ６ 年 ３ 月３１日 

〇条例 

 小田原市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 小田原市職員の給与に関する条例及び小田原市病院事業企業職員の給与の種類及び基

準に関する条例の一部を改正する条例 

 小田原市介護保険条例の一部を改正する条例 

 小田原市小児医療費助成条例の一部を改正する条例 

 小田原市看護師等奨学金貸付条例の一部を改正する条例 

 小田原市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 小田原市市税条例の一部を改正する条例 

 小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

〇規則 

 組織機構の再編整備等に伴う関係規則の整備に関する規則 

 小田原市保健センター及び小田原市生きがいふれあいセンターいそしぎ熱源等改修業

務事業者選定委員会規則 

 小田原市職員の在宅勤務等手当に関する規則 

 小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 小田原市予防接種健康被害調査委員会規則の一部を改正する規則 

 小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

 小田原市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則及び小田原市消防団員

等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則 

 小田原市職員被服等貸与規則の一部を改正する規則 

 小田原市職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 小田原市財務規則の一部を改正する規則 

 小田原市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例施行規則の一部を改正

する規則 

 小田原市指定地域密着型介護予防サービスに関する基準等を定める条例施行規則の一

部を改正する規則 

 小田原市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する条例施行規則の一部を改正
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する規則 

 小田原市第１号訪問事業の実施に関する規則及び小田原市第１号通所事業の実施に関

する規則の一部を改正する規則 

 小田原市第１号介護予防支援事業の実施に関する規則及び小田原市一般介護予防事業

の実施に関する規則の一部を改正する規則 

 社会福祉事務の権限を福祉事務所長に委任する規則の一部を改正する規則 

 生活困窮者自立支援法施行細則の一部を改正する規則 

 小田原市子どものための教育・保育給付認定及び保育の実施に関する規則の一部を改

正する規則 

 小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例施

行規則の一部を改正する規則 

 小田原市小児医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則 

 小田原市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

 小田原市漁港管理条例施行規則の一部を改正する規則 

 小田原市高等学校等奨学金支給規則の一部を改正する規則 

 小田原市消防吏員の階級、服制等に関する規則の一部を改正する規則 

 小田原市消防団の組織及び消防団員の階級等に関する規則の一部を改正する規則 
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小田原市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 ［改正理由］ 

  市長の附属機関として小田原市保健センター及び小田原市生きがいふれあいセン

ターいそしぎ熱源等改修業務事業者選定委員会を設置するため改正する。 

［内  容］ 

市長の附属機関として次の委員会を設置することとする。（別表関係） 

名  称 設  置  目  的 委員の数 

小田原市保健セン

ター及び小田原市

生きがいふれあい

センターいそしぎ

熱源等改修業務事

業者選定委員会 

小田原市保健センター及び小田原市生きがいふ

れあいセンターいそしぎ熱源等改修業務を行う

事業者の選定に関する事項につき、市長の諮問

に応じて審査し、その結果を報告し、及び必要

と認める事項について意見を具申すること。 

１０人以内 

［適  用］ 

令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



 

小田原市附属機関設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１１号 

小田原市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

小田原市附属機関設置条例（昭和５４年小田原市条例第１号）の一部を次のように改

正する。 

別表市長の部小田原市健康増進計画推進委員会の項の次に次のように加える。 

小田原市保健

センター及び

小田原市生き

がいふれあい

センターいそ

しぎ熱源等改

修業務事業者

選定委員会 

小田原市保健センター及び小田原市生きがい

ふれあいセンターいそしぎ熱源等改修業務を

行う事業者の選定に関する事項につき、市長

の諮問に応じて審査し、その結果を報告し、

及び必要と認める事項について意見を具申す

ること。 

１０人以内 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 



 

 

 

小田原市職員の給与に関する条例及び小田原市病院事業企業職員の給与の種類及び基準

に関する条例の一部を改正する条例 

 ［改正理由］ 

   国家公務員の給与制度に準じて、自己の住居等において一定期間以上勤務する職

員に対し在宅勤務等手当を支給するため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 小田原市職員の給与に関する条例の一部改正（改正条例第１条関係） 

   (1) 在宅勤務等手当の新設（第２条、第１０条の２及び第２６条関係） 

     規則で定める期間以上の期間について１月当たり平均１０日を超えて在宅等

による勤務を命ぜられた職員に対し、在宅勤務等手当として月額３，０００円

を支給することとする。 

   (2) パートタイム会計年度任用職員の在宅勤務等の報酬に係る特例（第３０条関

係） 

     在宅等による勤務を命ぜられたパートタイム会計年度任用職員に対しては、

在宅勤務等手当の例による額を報酬として支給することとする。 

  ２ 小田原市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正（改

正条例第２条関係） 

    企業管理規程で定める期間以上の期間について１月当たり平均１０日を超えて

在宅等による勤務を命ぜられた病院事業企業職員に対し、在宅勤務等手当を支給

することとする。（第２条、第７条の２及び第２５条関係） 

 ［適  用］ 

令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 
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小田原市職員の給与に関する条例及び小田原市病院事業企業職員の給与の種類及び基

準に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１２号 

小田原市職員の給与に関する条例及び小田原市病院事業企業職員の給与の種

類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 （小田原市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 小田原市職員の給与に関する条例（昭和３７年小田原市条例第５号）の一部を

次のように改正する。 

  第２条中「通勤手当」の次に「、在宅勤務等手当」を加える。 

  第１０条第３項第２号中「、支給単位期間」を「支給単位期間」に改め、「定める

職員」の次に「並びに次条第１項の規定により在宅勤務等手当を支給される職員」を

加える。 

  第１０条の次に次の１条を加える。 

 （在宅勤務等手当） 

 第１０条の２ 住居その他これに準ずるものとして規則で定める場所において、正規

の勤務時間（休暇により勤務しない時間その他規則で定める時間を除く。）の全部

を勤務することを、規則で定める期間以上の期間について１箇月当たり平均１０日

を超えて命ぜられた職員には、在宅勤務等手当を支給する。 

 ２ 在宅勤務等手当の月額は、３，０００円とする。 

 ３ 前２項に規定するもののほか、在宅勤務等手当の支給に関し必要な事項は、規則

で定める。 

 第２６条第１項中「通勤手当」の次に「、在宅勤務等手当」を加える。 

  第３０条の見出しを「（パートタイム会計年度任用職員の報酬に係る特例）」に改 

め、同条第１項中「が特殊勤務」を「が在宅勤務等、特殊勤務」に改め、「それぞ 

れ」の次に「在宅勤務等手当、」を加える。 



- 3 - 

 （小田原市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第２条 小田原市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（令和２年小田

原市条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第３項中「通勤手当」の次に「、在宅勤務等手当」を加える。 

 第７条の次に次の１条を加える。 

 （在宅勤務等手当） 

 第７条の２ 在宅勤務等手当は、住居その他これに準ずるものとして規程で定める場

所において、正規の勤務時間の全部を勤務することを、規程で定める期間以上の期

間について１箇月当たり平均１０日を超えて命ぜられた職員に支給する。 

 第２５条第２項中「通勤手当」の次に「、在宅勤務等手当」を加える。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 



 

 

 

小田原市介護保険条例の一部を改正する条例 

 ［改正理由］ 

   第９期おだわら高齢者福祉介護計画の計画期間となる令和６年度から令和８年度

までの期間に係る第１号被保険者の保険料率を定めるため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 令和６年度から令和８年度までの期間に係る保険料率（第５条関係） 

令和６年度から令和８年度までの期間に係る第１号被保険者の保険料率を次の

ように定めることとする。 

所得段階区分 保険料率(年額) 

第 １ 段 階 

老齢福祉年金受給者である市町村民税世帯非課

税者、生活保護法の被保護者並びに市町村民税

世帯非課税者で前年の公的年金等の収入金額及

びその他の所得額の合計額が８０万円以下の者 

３２，７００円 

（減額賦課により

２０，４８０円） 

第 ２ 段 階 

市町村民税世帯非課税者で前年の公的年金等の

収入金額及びその他の所得額の合計額が１２０

万円以下の者 

４９，２３０円 

（減額賦課により

３４，８６０円） 

第 ３ 段 階 

市町村民税世帯非課税者で前年の公的年金等の

収入金額及びその他の所得額の合計額が１２０

万円を超える者 

４９，５９０円 

（減額賦課により

４９，２３０円） 

第 ４ 段 階 

市町村民税非課税者で前年の公的年金等の収入

金額及びその他の所得額の合計額が８０万円以

下の者 

６４，６９０円 

第 ５ 段 階 

市町村民税非課税者で前年の公的年金等の収入

金額及びその他の所得額の合計額が８０万円を

超える者 

７１，８８０円 

第 ６ 段 階 合計所得金額が１２０万円未満の者 ８６，２５０円 

第 ７ 段 階 合計所得金額が２１０万円未満の者 ９３，４４０円 

第 ８ 段 階 合計所得金額が３２０万円未満の者 １０７，８２０円 

第 ９ 段 階 合計所得金額が４２０万円未満の者 １２２，１９０円 

第１０段階 合計所得金額が５２０万円未満の者 １３６，５７０円 



 

 

第１１段階 合計所得金額が６２０万円未満の者 １５０，９４０円 

第１２段階 合計所得金額が７２０万円未満の者 １６５，３２０円 

第１３段階 合計所得金額が８００万円未満の者 １７２，５１０円 

第１４段階 合計所得金額が１，０００万円未満の者 １７９，７００円 

第１５段階 
第１段階～第１４段階のいずれにも該当しない

者 
１８６，８８０円 

  ２ その他 

    １による保険料率の設定に伴う所要の規定の整備を行うこととする。 

 ［適  用］ 

令和６年度から令和８年度までの各年度分の保険料について適用 
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小田原市介護保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１３号 

小田原市介護保険条例の一部を改正する条例 

小田原市介護保険条例（平成１２年小田原市条例第１０号）の一部を次のように改正

する。 

第５条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に改め、同項第１号中「３万３６０円」を「３万２，７００円」に改め、同項第２

号中「４万４，３２０円」を「４万９，２３０円」に改め、同項第３号中「４万

５，５４０円」を「４万９，５９０円」に改め、同項第４号中「５万４，６４０円」を

「６万４，６９０円」に改め、同項第５号中「６万７２０円」を「７万１，８８０円」

に改め、同項第６号中「７万２，８６０円」を「８万６，２５０円」に改め、同号イ中

「又は第１２号イ」を「、第１２号イ、第１３号イ又は第１４号イ」に改め、同項第７

号中「７万８，９３０円」を「９万３，４４０円」に改め、同号ア中「２００万円」を

「２１０万円」に改め、同号イ中「又は第１２号イ」を「、第１２号イ、第１３号イ又

は第１４号イ」に改め、同項第８号中「９万１，０８０円」を「１０万７，８２０円」

に改め、同号ア中「３００万円」を「３２０万円」に改め、同号イ中「又は第１２号

イ」を「、第１２号イ、第１３号イ又は第１４号イ」に改め、同項第９号中「１０万

３，２２０円」を「１２万２，１９０円」に改め、同号ア中「４００万円」を「４２０

万円」に改め、同号イ中「又は第１２号イ」を「、第１２号イ、第１３号イ又は第１４

号イ」に改め、同項第１３号中「１２万７，５１０円」を「１８万６，８８０円」に改

め、同号を同項第１５号とし、同項第１２号中「１２万１，４４０円」を「１７万

９，７００円」に改め、同号を同項第１４号とし、同項第１１号中「１１万５，３６０

円」を「１７万２，５１０円」に改め、同号を同項第１３号とし、同項第１０号中

「１０万９，２９０円」を「１５万９４０円」に改め、同号ア中「６００万円」を

「６２０万円」に改め、同号イ中「又は第１２号イ」を「、第１３号イ又は第１４号



- 5 - 

イ」に改め、同号を同項第１１号とし、同号の次に次の１号を加える。 

(12) 次のいずれかに該当する者 １６万５，３２０円 

ア 合計所得金額が７２０万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該

当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ又は第１４号イに該当する者を除

く。） 

第５条第１項第９号の次に次の１号を加える。 

(10) 次のいずれかに該当する者 １３万６，５７０円 

ア 合計所得金額が５２０万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該

当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１ 

号イ（(1)に係る部分を除く。）、次号イ、第１２号イ、第１３号イ又は第１４ 

号イに該当する者を除く。） 

第５条第２項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に、「１万８，２１０円」を「２万４８０円」に改め、同条第３項中「令和３年度

から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に、「２万９，１４０円」

を「３万４，８６０円」に改め、同条第４項中「令和３年度から令和５年度まで」を

「令和６年度から令和８年度まで」に、「４万２，５００円」を「４万９，２３０円」

に改める。 

第７条第３項中「若しくは第１２号イ」を「、第１２号イ、第１３号イ若しくは第

１４号イ」に、「第１２号まで」を「第１４号まで」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の第５条及び第７条第３項の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料につ

いて適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 



 

 

 

小田原市小児医療費助成条例の一部を改正する条例 

［改正理由］ 

  子どもの医療費助成制度の対象年齢を１８歳までに拡大するため改正する。 

［内  容］ 

 １ 題名の変更（題名関係） 

   題名を次のように変更することとする。 

改  正  後 改  正  前 

小田原市子ども医療費助成条例 小田原市小児医療費助成条例 

 ２ 医療費助成の対象範囲の拡大（第２条関係） 

医療費の助成の対象となる子どもの範囲を１８歳に達する日以後の最初の３月

３１日までの間にある者（現行は、原則中学校の課程等を修了した月の末日まで

の間にある者）に拡大することとする。 

  ３ 対象範囲の拡大に伴う規定の整備（第１条～第６条関係） 

  ２による医療費助成の対象範囲の拡大に伴い、助成対象の呼称を小児から子ど

もに変更するほか、所要の規定の整備を行うこととする。 

４ 小田原市個人番号の利用に関する条例の一部改正（改正条例附則第３項関係） 

 １による小田原市小児医療費助成条例の題名の変更に伴い、同条例の題名を引

用する規定を整備することとする。（別表第１及び別表第２関係） 

［適  用］ 

令和６年１０月１日以後に行われた医療に係る医療費の助成について適用 
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小田原市小児医療費助成条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１４号 

小田原市小児医療費助成条例の一部を改正する条例 

小田原市小児医療費助成条例（平成２９年小田原市条例第８号）の一部を次のように

改正する。 

題名を次のように改める。 

小田原市子ども医療費助成条例 

第１条中「小児に係る」及び「小児の」を「子どもの」に改める。 

第２条第１項を次のように改める。 

この条例において「子ども」とは、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日まで

の間にある者をいう。 

第２条第２項を削り、同条第３項各号中「小児」を「子ども」に改め、同項を同条第

２項とし、同条第４項中「小児」を「子ども」に改め、同項を同条第３項とし、同条中

第５項を第４項とし、第６項を第５項とする。 

第３条第１項中「小児であって前条第５項第１号」を「子どもであって前条第４項第

１号」に改め、「保護者」の次に「（これに準ずるものとして市長が認める者を含

む。）」を加え、同条第２項中「小児」を「子ども」に改める。 

第４条第１項中「対象者の監護する小児」を「子ども」に改め、「（小児のうち児童

等以外の者（以下「継続入院小児」という。）にあっては、入院に係る医療費に限

る。）」を削る。 

第５条中「（継続入院小児を監護する者を除く。）」を削る。 

第６条第１項中「その監護する小児」を「子ども」に改め、同条第３項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１０月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ 改正後の第２条から第６条までの規定は、この条例の施行の日以後に行われた医療

に係る医療費の助成について適用し、同日前に行われた医療に係る医療費の助成につ

いては、なお従前の例による。 

 （小田原市個人番号の利用に関する条例の一部改正） 

３ 小田原市個人番号の利用に関する条例（平成２７年小田原市条例第３３号）の一部

を次のように改正する。 

別表第１の１の項及び別表第２の１の項中「小田原市小児医療費助成条例」を「小

田原市子ども医療費助成条例」に改める。 



 

 

 

小田原市看護師等奨学金貸付条例の一部を改正する条例 

 ［改正理由］ 

  市立病院における看護体制の充実を図る観点から看護師等奨学金の額等の見直し

を行うため改正する。 

［内  容］ 

 １ 奨学金の額の変更（第４条関係） 

     奨学金の月額を次のように変更することとする。   

区 分 改 正 後 改 正 前 

看護師の養成施設に在学する者 
６ 万 円 

５ 万 円 

助産師の養成施設に在学する者 ８ 万 円 

 ２ 奨学金の返還免除に係る要件の変更（第１０条関係） 

   市立病院における勤務の期間に応じた段階的な奨学金の免除制度の必要性を踏

まえ、奨学金の全部又は一部の免除に係る期間の要件を、事業管理者が別に定め

る期間（現行は、奨学金の貸付けを受けた期間に相当する期間）とすることとす

る。 

［適  用］ 

   令和６年度以後に奨学生に決定される者に係る奨学金について適用 
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小田原市看護師等奨学金貸付条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１５号 

小田原市看護師等奨学金貸付条例の一部を改正する条例 

小田原市看護師等奨学金貸付条例（昭和４１年小田原市条例第３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第４条中「次の各号に掲げる奨学生の区分に応じ、当該各号に定める額」を「月額６

万円」に改め、同条各号を削る。 

第１０条第２号中「奨学金の貸付けを受けた期間に相当する期間」を「事業管理者が

別に定める期間」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第４条及び第１０条第２号の規定は、この条例の施行の日以後に小田原市

看護師等奨学金（以下「奨学金」という。）の貸付けを受ける者（以下「奨学生」と

いう。）に決定される者に係る奨学金の貸付けについて適用し、同日前に奨学生に決

定された者に係る奨学金の貸付けについては、なお従前の例による。 



 

 

 

小田原市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

［改正理由］ 

 国民健康保険法施行令が一部改正され、所得の少ない世帯に対する保険料の軽減

措置が拡大されることに伴い、本市の保険料についてこれに応じた措置を講ずると

ともに、退職者医療制度の廃止に伴う所要の整備を行うため改正する。 

［内  容］ 

 １ 保険料の軽減対象の拡大（第１９条の２関係） 

    保険料の基礎賦課額（被保険者均等割及び世帯別平等割）の軽減対象世帯の基

準について、軽減判定所得の算定において被保険者の数に乗ずる金額を次のよう

に引き上げることとする。 

区 分 改  正  後 改  正  前 

５割軽減の対象となる世帯 ２９万５，０００円 ２９万円 

２割軽減の対象となる世帯 ５４万５，０００円 ５３万５，０００円 

  ２ 退職者医療制度の廃止に伴う規定の整備（第１条の３、第１０条の２～第１２

条、第１４条～第１５条の５の４、第１５条の５の６～第１５条の６、第１８条

及び第１９条の２～第１９条の２の３関係） 

    国民健康保険法が一部改正され、退職者医療制度が廃止されることに伴い、こ

れに応じた規定の削除その他の規定の整備を行うこととする。 

  ３ その他 

    規定を整備することとする。 

［適  用］ 

   令和６年度以後の年度分の保険料について適用 
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小田原市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１６号 

   小田原市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 小田原市国民健康保険条例（昭和３４年小田原市条例第４号）の一部を次のように改

正する。 

 目次中「～第１条の３」を「・第１条の２」に改める。 

 第１条の３を削る。 

第２条中「法」を「国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」とい

う。）」に改める。 

 第１０条の２の見出しを「（基礎賦課総額）」に改め、同条中「一般被保険者（法附

則第７条第１項に規定する退職被保険者等（以下「退職被保険者等」という。）以外の

被保険者をいう。以下同じ。）に係る」を削り、「、第１９条の２の２及び第１９条の

２の３」を「から第１９条の２の３まで」に改め、同条第１号ア中「（一般被保険者に

係るものに限る。）」を削り、同号イ中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、

「神奈川県が行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限り、」を削り、同号カ中

「退職被保険者等に係る療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担金に

相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養

費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養

費の支給に要する費用の額並びに神奈川県が行う国民健康保険の一般被保険者に係る」

及び「及び退職被保険者等に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用」を削

り、同条第２号イ中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、同号ウを次のように改

める。 

ウ 法第７５条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金の額 

第１０条の２第２号エ中「法附則第９条第１項の規定により読み替えられた」及び

「並びに国民健康保険保険給付費等交付金（退職被保険者等の療養の給付等に要する費
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用に係るものに限る。）」を削る。 

 第１１条の見出しを「（基礎賦課額）」に改め、同条中「一般被保険者に係る」を削

り、「一般被保険者につき」を「被保険者につき」に改め、「（一般被保険者と退職被

保険者等とが同一の世帯に属する場合には、当該世帯を一般被保険者の属する世帯とみ

なして算定した世帯別平等割額）」を削る。 

 第１２条の見出しを「（基礎賦課額の所得割額の算定）」に改め、同条第１項中「一

般被保険者」を「被保険者」に改める。 

 第１４条の見出しを「（基礎賦課額の保険料率）」に改め、同条第１項各号列記以外

の部分及び第１号中「一般被保険者に係る」を削り、同項第３号中「一般被保険者に係

る」を削り、「一般被保険者の」を「被保険者の」に改め、同項第４号ア中「一般被保

険者に係る」を削り、「一般被保険者が」を「被保険者が」に改める。 

 第１５条から第１５条の４の２までを次のように改める。 

第１５条から第１５条の４の２まで 削除 

 第１５条の５中「又は第１５条」、「（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の世 

帯に属する場合には、第１１条の基礎賦課額と第１５条の基礎賦課額との合算額をいう。 

第１５条の１２、第１８条及び第１９条の２において同じ。）」及び「又は令附則第４

条第２項第６号」を削る。 

 第１５条の５の２の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課総額）」に改め、同条各号

列記以外の部分中「一般被保険者に係る」を削り、「、第１９条の２の２及び第１９条

の２の３」を「から第１９条の２の３まで」に改め、同条第１号中「であって、神奈川

県が行う国民健康保険の一般被保険者に係るもの」を削り、同条第２号ア中「附則第

２２条」を「附則第７条」に改め、同号イ中「法附則第９条第１項の規定により読み替

えられた」を削る。 

 第１５条の５の３の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課額）」に改め、同条中「一

般被保険者に係る」を削り、「一般被保険者につき」を「被保険者につき」に改め、

「（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属する場合には、当該世帯を一般

被保険者の属する世帯とみなして算定した世帯別平等割額）」を削る。 

第１５条の５の４の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定）」に

改め、同条中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

第１５条の５の６の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課額の保険料率）」に改め、 
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同条第１項各号列記以外の部分中「一般被保険者に係る」を削り、同項第１号、第３号

及び第４号ア中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

 第１５条の５の７から第１５条の５の１１までを次のように改める。 

第１５条の５の７から第１５条の５の１１まで 削除 

 第１５条の５の１２中「又は第１５条の５の７」、「（一般被保険者と退職被保険者

等とが同一の世帯に属する場合には、第１５条の５の３の後期高齢者支援金等賦課額と

第１５条の５の７の後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第１５条の１２、第

１８条及び第１９条の２において同じ。）」及び「又は令附則第４条第３項第６号」を

削る。 

 第１５条の６第２号ア中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、同号イ中「法附

則第９条第１項の規定により読み替えられた」を削る。 

第１５条の１２を削る。 

 第１８条第１項及び第２項中「、第１５条、」を「若しくは」に改め、「若しくは第

１５条の５の７」を削る。 

 第１９条の２第１項中「又は第１５条」を削り、同項第２号中「２９万円」を「２９

万５，０００円」に改め、同項第３号中「５３万５，０００円」を「５４万５，０００

円」に改め、同条第３項中「第１１条又は第１５条」を「第１１条」に改め、「又は第

１５条の５の７」を削り、同条第４項中「又は第１５条」を削る。 

 第１９条の２の２第１項中「又は第１５条の４」を削り、同条第３項中「又は第１５ 

条の４」、「又は第１５条の５の１０」及び「、「第１４条第２項」とあるのは「第 

１５条の５の６第２項」と」を削り、同条第４項第１号中「又は第１５条の４」を削り、 

同条第６項中「又は第１５条の４」、「又は第１５条の５の１０」及び「、「第１４条

第２項」とあるのは「第１５条の５の６第２項」と」を削る。 

 第１９条の２の３第１項中「又は第１５条」を削り、同条第２項中「及び第３項」を

削り、「前項に規定する額」を「前項各号に定めるところにより算定した額」に改め、

同条第３項中「第１１条又は第１５条」を「第１１条」に改め、「又は第１５条の５の

７」及び「及び第３項」を削り、同条第４項中「第１項中」の次に「「出産被保険者を

いう。以下」とあるのは「出産被保険者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。）

をいう。以下この項において」と、」を加え、「又は第１５条」及び「及び第３項」を

削り、同条第５項中「又は第１５条」を削り、同条第６項中「及び第３項」を削り、
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「前項に規定する額」を「前項各号に定めるところにより算定した額」に改め、同条第

７項中「第１１条又は第１５条」を「第１１条」に改め、「又は第１５条の５の７」及

び「及び第３項」を削り、同条第８項中「第５項中」の次に「「出産被保険者が」とあ

るのは「出産被保険者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。以下この項において

同じ。）が」と、」を加え、「又は第１５条」及び「及び第３項」を削る。 

１９条の６第２項中「届出は」を「届出に当たり」に、「を提示して行わなければ」

を「又は同令第１９条第３項に規定する雇用保険受給資格通知の提示を求められた場合

には、これを提示しなければ」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（保険料の賦課額の端数処理） 

第１９条の７ この章の規定により算定を行った基礎賦課額、後期高齢者支援金等賦課

額又は介護納付金賦課額（これらの賦課額を第１９条の２から第１９条の２の３まで

の規定により減額したものを含む。）に１００円未満の端数があるときは、これを切

り捨てる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の第５章の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料について適用し、令和

５年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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小田原市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１７号 

小田原市市税条例の一部を改正する条例 

小田原市市税条例（昭和５０年小田原市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

附則第５項第４号中「附則第１５条第２５項第２号」を「附則第１５条第２５項第３

号」に改め、同項第５号中「附則第１５条第２５項第３号」を「附則第１５条第２５項

第４号」に改め、同項第６号を削り、同項第７号中「附則第１５条第３３項」を「附則

第１５条第３２項」に改め、同号を同項第６号とし、同項中第８号を第７号とし、第９

号を第８号とする。 

附則第７項中「附則第７条第１７項」を「附則第７条第１８項」に改める。 

附則第１３項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度ま

で」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の小田原市市税条例（以下 

「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分

の固定資産税について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお従前

の例による。 

３ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法等

の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法

（昭和２５年法律第２２６号。以下「旧法」という。）附則第１５条第２５項に規定

する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従

前の例による。 
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４ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第

３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供す

る固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

５ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和６

年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和５年度分までの都市計画税につ

いては、なお従前の例による。 

６ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第

３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供す

る固定資産に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 



小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１８号 

小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例の一部を改正

する条例 

小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例（平成２４年小田原市

条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項中「介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１７条の

１２に規定する看護小規模多機能型居宅介護」を「法第８条第２３項第１号に規定する

もの」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



組織機構の再編整備等に伴う関係規則の整備に関する規則 

 ［制定理由］ 

   組織機構の再編整備等に伴い、小田原市事務分掌に関する規則ほか６件の規則に

ついて所要の整備を行うため制定する。 

 ［内  容］ 

  １ 小田原市事務分掌に関する規則の一部改正（整備規則第１条関係） 

    市長の事務部局の組織及び事務分掌を次のように変更することとする。 

   (1) 秘書室関係 

     寄附に伴う感謝状に関する事務を廃止することとする。 

(2) 企画部関係 

    ア 課の新設 

      新たにコンプライアンス推進課を設置し、同課にコンプライアンス推進係

を置くこととする。 

    イ 企画政策課関係 

      行政監察に関する事務をコンプライアンス推進課に移管することとする。 

ウ コンプライアンス推進課関係 

コンプライアンス推進課に次の事務を分掌させることとする。 

(ｱ) 職員のコンプライアンスの推進に関すること。 

(ｲ) 職員のハラスメント対策に関すること。 

(ｳ) 行政監察に関すること。 

    エ デジタルイノベーション課関係 

      新たに社会保障・税番号制度の推進に関する事務を分掌させることとする。 

   (3) 総務部関係 

    ア 財政課関係 

      地方譲与税、各種交付金等に係る事務分掌を整備することとする。 

    イ 市民税課関係 

      新たに森林環境税に関する事務を分掌させることに伴う所要の事務分掌の

整備を行うこととする。 

   (4) 市民部関係 

     人権・男女共同参画課の事務分掌のうち売春防止法に定める婦人相談員に関



する事務を困難な問題を抱える女性への支援に関する法律に基づく女性相談支

援員に関する事務に変更することとする。 

   (5) 環境部関係 

    ア 環境保護課関係 

      一般廃棄物（し尿に限る。）の処理等に係る手数料の賦課及び徴収に関す

る事務を一般廃棄物の処理等に係る手数料の賦課及び徴収に関する事務に変

更することとする。 

    イ 環境事業センター関係 

      一般廃棄物（し尿を除く。）の処理等に係る手数料の賦課及び徴収に関す

る事務を一般廃棄物（環境事業センターに排出者から直接持ち込まれるもの

に限る。）の処理等に係る手数料の賦課及び徴収に関する事務に変更するこ

ととする。 

   (6) 経済部関係 

小田原城総合管理事務所の事務分掌のうち動物園及び遊園地の管理及び運営

に関する事務を遊園地の管理及び運営に関する事務に変更することとする。 

２ 組織機構の再編整備等に伴う規定の整備 

次に掲げる規則について、組織機構の変更等に伴う所要の規定の整備を行うこ

ととする。 

   (1) 小田原市職員の退職管理に関する規則（整備規則第２条関係） 

   (2) 小田原市職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（整備規則第３条関係） 

   (3) 小田原市職員の管理職手当に関する規則（整備規則第４条関係） 

   (4) 小田原市職員の期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則（整備規則第５条

関係） 

(5) 小田原市財産規則（整備規則第６条関係） 

   (6) 小田原市消防職員の職の設置等に関する規則（整備規則第７条関係） 

［適  用］ 

令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



 

組織機構の再編整備等に伴う関係規則の整備に関する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 １ 号



 

組織機構の再編整備等に伴う関係規則の整備に関する規則 

 （小田原市事務分掌に関する規則の一部改正） 

第１条 小田原市事務分掌に関する規則（昭和４４年小田原市規則第２９号）の一部を

次のように改正する。 

  第２条中 

「職員課 人事研修係 給与福利係                    」 を 

「職員課 人事研修係 給与福利係                     

コンプライアンス推進課 コンプライアンス推進係            」 
に 

改める。 

  第３条秘書室の事務分掌(6)を削る。 

  第３条企画部企画政策課の事務分掌中(9)を削り、(10)を(9)とし、(11)から(15)ま

でを１ずつ繰り上げる。 

  第３条企画部職員課の事務分掌の次に次の課名及び事務分掌を加える。 

   コンプライアンス推進課 

    (1) 職員のコンプライアンスの推進に関すること。 

    (2) 職員のハラスメント対策に関すること。 

    (3) 行政監察に関すること。  

  第３条企画部デジタルイノベーション課の事務分掌に次のように加える。 

    (7) 社会保障・税番号制度の推進に関すること。 

  第３条総務部財政課の事務分掌(5)中「株式等譲渡所得割交付金」の次に「、法人

事業税交付金」を加え、「自動車取得税交付金」を「環境性能割交付金」に改める。 

  第３条総務部市民税課の事務分掌(2)中「及び県民税」を「、県民税及び森林環境

税」に、「市県民税」を「市県民税等」に改め、同課の事務分掌(3)及び(4)中「市県

民税」を「市県民税等」に改める。 

  第３条市民部人権・男女共同参画課の事務分掌(6)を次のように改める。 

    (6) 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第５２号）

に基づく女性相談支援員に関すること。 

  第３条環境部環境保護課の事務分掌(16)中「（し尿に限る。）」を削る。 

  第３条環境部環境事業センターの事務分掌(3)中「し尿を除く。」を「環境事業セ

ンターに排出者から直接持ち込まれるものに限る。」に改める。 



 

  第３条経済部小田原城総合管理事務所の事務分掌(3)中「動物園及び」を削る。 

（小田原市職員の退職管理に関する規則の一部改正） 

第２条 小田原市職員の退職管理に関する規則（平成２８年小田原市規則第１３号）の

一部を次のように改正する。 

第６条第７号を次のように改める。 

(7) 議会局長 

（小田原市職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部改正） 

第３条 小田原市職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（昭和４７年小田原市規則

第７号）の一部を次のように改正する。 

別表第２の２の表技能職員（丙）の項及び業務職員（丙）の項を削り、同表備考中

(3)を削り、(4)を(3)とし、(5)を(4)とし、(6)を削る。 

  別表第６の２の表中 

「 技能職員 

（丙） 

業務職員 

（甲） 

業務職員 

（乙） 

業務職員 

（丙） 

 

を 

 

初任給 初任給 初任給 初任給 

１級17号給 １級17号給 １級17号給 ― 

１級17号給 １級17号給 １級17号給 ― 

１級21号給 １級21号給 １級21号給 ― 

１級25号給 １級25号給 １級25号給 １級21号給 

１級29号給 １級29号給 １級29号給 １級21号給 

１級33号給 １級33号給 １級33号給 １級21号給 

１級37号給 １級37号給 １級33号給 １級25号給 

１級37号給 １級37号給 １級37号給 １級25号給 

１級41号給 １級41号給 １級37号給 １級29号給 

１級41号給 １級41号給 １級41号給 １級29号給 

１級45号給 １級45号給 １級41号給 １級33号給 

１級45号給 １級45号給 １級45号給 １級33号給 

１級49号給 １級49号給 １級45号給 １級37号給 

１級49号給 １級49号給 １級49号給 １級37号給 

１級53号給 １級53号給 １級49号給 １級41号給 

１級53号給 １級53号給 １級53号給 １級41号給 

１級57号給 １級57号給 １級53号給 １級45号給 

１級57号給 １級57号給 １級57号給 １級45号給 

１級61号給 １級61号給 １級57号給 １級45号給 」 
 



 

「 業務職員 

（甲） 

業務職員 

（乙） 

 

に改める。 

 

初任給 初任給 

１級17号給 １級17号給 

１級17号給 １級17号給 

１級21号給 １級21号給 

１級25号給 １級25号給 

１級29号給 １級29号給 

１級33号給 １級33号給 

１級37号給 １級33号給 

１級37号給 １級37号給 

１級41号給 １級37号給 

１級41号給 １級41号給 

１級45号給 １級41号給 

１級45号給 １級45号給 

１級49号給 １級45号給 

１級49号給 １級49号給 

１級53号給 １級49号給 

１級53号給 １級53号給 

１級57号給 １級53号給 

１級57号給 １級57号給 

１級61号給 １級57号給 」 

（小田原市職員の管理職手当に関する規則の一部改正） 

第４条 小田原市職員の管理職手当に関する規則（昭和３６年小田原市規則第２０号）

の一部を次のように改正する。 

別表８級の項中「担当部長」を「担当部長 局長」に、「福祉事務所副所長」を

「福祉事務所副所長 副局長」に改める。 

（小田原市職員の期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則の一部改正） 

第５条 小田原市職員の期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則（昭和３９年小田原

市規則第３号）の一部を次のように改正する。 

第１２条第２項に次のただし書を加える。 

   ただし、パートタイム会計年度任用職員にあっては、この限りでない。 

別表第１一般職給料表（１）の項中「福祉事務所副所長」の次に「、副局長」を加

える。 



 

（小田原市財産規則の一部改正） 

第６条 小田原市財産規則（昭和４０年小田原市規則第５７号）の一部を次のように改 

正する。 

第２条の２中「市議会事務局及び監査事務局」を「監査事務局及び議会局」に改め

る。 

別表職員課の項の次に次のように加える。 

コンプライアンス推進課 コンプライアンス推進係長 

別表市議会事務局議会総務課の項中「市議会事務局議会総務課」を「議会局議会総

務課」に改める。 

（小田原市消防職員の職の設置等に関する規則の一部改正） 

第７条 小田原市消防職員の職の設置等に関する規則（昭和４５年小田原市規則第５１

号）の一部を次のように改正する。 

別表第３中 

「 
課 副課長 消防司令又は事務職員 

」 を 

 
「 

課 

担当課長 消防司令長又は事務職員 
  

 
副課長 

消防司令又は事務職員 

 

に  
専門監 

 

 
担当監 消防司令補又は事務職員 

」 
 

改める。 

別表第５(1)消防本部の表課長の項の次に次のように加える。 

 

担当課長 

１ 消防長及び副消防長の職務を補佐すること。 

２ 消防長及び副消防長の指示する特定事項の推進及び調整に関す

ること。 

３ 特定事項に係る職員の指揮監督に関すること。 

４ 特定事項に係る業務の改善に関すること。 

５ 特定事項を円滑に展開するための環境形成に関すること。 

６ 特定事項に係る職員の能力育成及び啓発に関すること。 

 



 

別表第５(1)消防本部の表副課長の項の次に次のように加える。 

 

専門監 

１ 課長の特定職務を補佐すること。 

２ 課長の指示する特定事項の調査及び研究に関すること。 

３ 担当業務の改善に関すること。 

４ 業務を円滑に展開するための環境形成に関すること。 

 

 

担当監 

１ 上司の特定職務を補佐すること。 

２ 上司の指示する特定事項の調査及び研究に関すること。 

３ 担当業務の改善に関すること。 

４ 業務を円滑に展開するための環境形成に関すること。 

 

別表第５(2)消防署の表中 

「 
副課長 消防本部において用いる職名について定める職務内容と同様と

する。 

  

 
係長 

 
 

 
主査 

 
を 

 
主任 

 
 

 
業務主任 

」 
 

 
「 

担当課長 

１ 消防署長の職務を補佐すること。 

２ 消防署長の指示する特定事項の推進及び調整に関するこ

と。 

３ 特定事項に係る職員の指揮監督に関すること。 

４ 特定事項に係る業務の改善に関すること。 

５ 特定事項を円滑に展開するための環境形成に関すること。 

６ 特定事項に係る職員の能力育成及び啓発に関すること。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
副課長 消防本部において用いる職名について定める職務内容と同様と

する。 

 
に 

 
専門監 

  

 
担当監  

 
 

 
係長  

  

 
主査  

 
 

 
主任  

  



 

 
業務主任  

」 
 

改める。 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



小田原市保健センター及び小田原市生きがいふれあいセンターいそしぎ熱源等改修業務

事業者選定委員会規則 

 ［制定理由］ 

   小田原市附属機関設置条例に基づく小田原市保健センター及び小田原市生きがい

ふれあいセンターいそしぎ熱源等改修業務事業者選定委員会の組織、運営等に関し

必要な事項を定めるため制定する。 

 ［内  容］ 

  １ 所掌事務（第２条関係） 

    委員会は、小田原市保健センター及び小田原市生きがいふれあいセンターいそ

しぎ熱源等改修業務を行う事業者の選定に関する事項につき、市長の諮問に応じ

て審査し、その結果を報告し、及び必要と認める事項について意見を具申するこ

ととする。 

  ２ 委員（第３条関係） 

    委員会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命することと

し、その任期は、委員会に諮問された事項に関する審査が終了したときまでとす

ることとする。 

   (1) 学識経験者 

   (2) 市の職員 

   (3) その他市長が必要と認める者 

  ３ 委員長（第４条関係） 

    委員会に委員長を置き、委員の互選により定めることとするほか、委員長の権

限について定めることとする。 

  ４ 会議（第５条関係） 

    委員会の会議は、委員長が招集し、委員の２分の１以上の出席により成立する

こととする。また、議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによることとする。 

  ５ 関係者の出席（第６条関係） 

    委員会において必要があると認めるときは、その会議に、議事に関係のある者

の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができることとする。 

６ 除斥（第７条関係） 



    委員は、自己、配偶者又は３親等内の親族の利害に関係のある事案については、

その議事に加わることができないこととする。 

７ 秘密の保持（第８条関係） 

委員は、職務上知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のために使用してはな

らないこととし、その職を退いた後も、同様とすることとする。 

８ 庶務（第９条関係） 

委員会の事務は、福祉健康部健康づくり課において処理することとする。 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



小田原市保健センター及び小田原市生きがいふれあいセンターいそしぎ熱源等改修業

務事業者選定委員会規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ２ 号 

小田原市保健センター及び小田原市生きがいふれあいセンターいそしぎ熱源 

等改修業務事業者選定委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市附属機関設置条例（昭和５４年小田原市条例第１号）第

２条の規定に基づき設置された小田原市保健センター及び小田原市生きがいふれあい

センターいそしぎ熱源等改修業務事業者選定委員会（以下「委員会」という。）の組

織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、小田原市保健センター及び小田原市生きがいふれあいセンターいそ

しぎ熱源等改修業務を行う事業者の選定に関する事項につき、市長の諮問に応じて審 

査し、その結果を報告し、及び必要と認める事項について意見を具申するものとする。 

（委員） 

第３条 委員会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから市長が委

嘱し、又は任命する。 

 (1) 学識経験者 

 (2) 市の職員 

 (3) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

２ 委員は、委員会に諮問された事項に関する審査が終了したときは、解嘱され、又は

解任されるものとする。 

（委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 



３ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理す

る。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の２分の１以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

 （関係者の出席） 

第６条 委員会において必要があると認めるときは、その会議に、議事に関係のある者

の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

 （除斥） 

第７条 委員は、自己、配偶者又は３親等内の親族の利害に関係のある事案については、 

その議事に加わることができない。ただし、委員会の同意があったときは、会議に出

席し、発言することができる。 

２ 前項の規定により委員長が議事に加わることができない場合には、その議事に限り、 

第４条第３項に規定する委員長があらかじめ指名する委員が、委員長の職務を行う。 

（秘密の保持） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のために使用してはな

らない。その職を退いた後も、また同様とする。 

 （庶務） 

第９条 委員会の事務は、福祉健康部健康づくり課において処理する。 

 （委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

委員会に諮って定める。 

附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



小田原市職員の在宅勤務等手当に関する規則 

 ［制定理由］ 

   在宅勤務等手当の支給に関し必要な事項を定めるため制定する。 

 ［内  容］ 

１ 在宅勤務等の場所（第２条関係） 

    在宅勤務等をすることができる場所は、職員の住居のほか、次に掲げる場所と

することとする。 

   (1) 職員の配偶者（事実上の婚姻関係にある者を含む。）又は２親等内の親族の

住居 

   (2) 公共施設等（任命権者が認める場所に限る。） 

(3) (1)及び(2)に掲げる場所に準ずる場所として任命権者が認めるもの 

  ２ 正規の勤務時間から除かれる時間（第３条関係） 

    正規の勤務時間から除かれる時間は、次に掲げる時間とすることとする。 

   (1) 時間外勤務代休時間又は国民の祝日に関する法律に規定する休日若しくは年

末年始の休日に割り振られた勤務時間（いずれも特に勤務することを命ぜられ

た時間を除く。） 

   (2) 休暇により勤務しない時間及び(1)の時間のほか、勤務しないことにつき特

に承認があった時間 

  ３ １箇月当たりの在宅勤務等の平均日数の算出に係る基礎期間（第４条関係） 

    １箇月当たりの在宅勤務等の平均日数を算出するための基礎となる期間は、３

箇月とすることとする。 

  ４ 確認（第５条関係） 

    在宅勤務等手当を支給する場合において必要と認めるときは、在宅勤務等手当

を支給される職員たる要件を具備するかどうかの判断に必要な事項を確認するこ

ととする。 

  ５ 支給日等（第６条関係） 

    在宅勤務等手当の支給日は、給料支給日とすることとするほか、支給時期の特

例について定めることとする。 

  ６ 支給期間等（第７条関係） 

    職員が新たに在宅勤務等手当を支給される職員たる要件を具備すると認められ



た場合には、在宅勤務等手当を支給することとし、要件を欠くこととなった場合

においては、その月以後、在宅勤務等手当を支給しないこととする。 

  ７ 小田原市職員の通勤手当に関する規則の一部改正（附則第２項関係） 

   (1) 在宅勤務等手当を支給される職員が通勤に交通機関等を利用する場合の運賃

等相当額（第７条関係） 

     通勤のために交通機関等を利用することを常例とする職員が在宅勤務等手当

の支給の対象となる場合の運賃等相当額は、１箇月当たりの平均通勤所要回数

分の運賃等の額とすることとする。 

   (2) その他 

     規定を整備することとする。 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 
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小田原市職員の在宅勤務等手当に関する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ３ 号 

小田原市職員の在宅勤務等手当に関する規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市職員の給与に関する条例（昭和３７年小田原市条例第５ 

号。以下「条例」という。）第１０条の２の規定に基づき、在宅勤務等手当に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（在宅勤務等の場所） 

第２条 条例第１０条の２第１項の規則で定める場所は、次に掲げる場所とする。 

(1) 職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）

又は２親等内の親族の住居 

(2) 公共施設その他これに類する場所であって任命権者が認めるもの 

(3) 前２号に掲げる場所に準ずる場所として任命権者が認めるもの 

 （正規の勤務時間から除かれる時間） 

第３条 条例第１０条の２第１項の規則で定める時間は、次に掲げる時間とする。 

(1) 小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（昭和２６年小田原市条例第 

１７７号）第８条の２第１項に規定する時間外勤務代休時間又は国民の祝日に関す

る法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日若しくは年末年始の休日に割

り振られた勤務時間（いずれも特に勤務することを命ぜられた時間を除く。） 

(2) 休暇により勤務しない時間及び前号に掲げる時間のほか、勤務しないことにつき

特に承認があった時間 

 （１箇月当たりの在宅勤務等の平均日数を算出するための基礎となる期間） 

第４条 条例第１０条の２第１項の規則で定める期間は、３箇月とする。 

 （確認） 

第５条 任命権者は、在宅勤務等手当を支給する場合において必要と認めるときは、条 
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例第１０条の２第１項に規定する勤務（以下この条において「在宅勤務等」とい 

う。）を行う場所、在宅勤務等を命ぜられた日数その他同項の職員たる要件を具備す

るかどうかの判断に必要な事項を確認するものとする。 

２ 任命権者は、前項の確認を行う場合において必要と認めるときは、職員に対し在宅

勤務等を行う場所等を明らかにする書類の提出等を求めるものとする。 

（支給日等） 

第６条 在宅勤務等手当は、その月分をその月の給料支給日に支給する。 

２ 在宅勤務等手当の支給日前において離職し、又は死亡した職員には、当該在宅勤務

等手当をその際支給する。 

（支給期間等） 

第７条 職員が新たに条例第１０条の２第１項の職員たる要件を具備すると認められた 

場合には、同項に規定する規則で定める期間以上の期間、在宅勤務等手当を支給する。

ただし、在宅勤務等手当を支給されている職員が同項の職員たる要件を欠くこととな

ったと認められた場合においては、当該要件を欠くこととなったと認められた月以後、

在宅勤務等手当を支給しない。 

（実施細目） 

第８条 この規則に定めるもののほか、在宅勤務等手当に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 （小田原市職員の通勤手当に関する規則の一部改正） 

２ 小田原市職員の通勤手当に関する規則（昭和３３年小田原市規則第１２号）の一部

を次のように改正する。 

第７条第１項第１号中「、平均１箇月当たりの通勤回数」を「１箇月当たりの平均

通勤所要回数」に改め、「定める職員」の次に「及び在宅勤務等手当を支給される職

員」を加え、同項第２号中「職員等」の次に「及び在宅勤務等手当を支給される職

員」を加え、「平均１箇月当たりの通勤所要回数分」を「１箇月当たりの平均通勤所

要回数分」に改める。 

第９条中「含む。）の」を「含む。次項において同じ。）の」に、「平均１月当た
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りの通勤所要回数」を「１箇月当たりの平均通勤所要回数」に、「とし、同号の規則

で定める割合は、１００分の５０とする」を「とする」に改め、同条に次の１項を加

える。 

２ 条例第１０条第３項第２号の規則で定める割合は、１００分の５０とする。 

  第１４条第１項第１号中「、平均１箇月当たりの通勤回数」を「１箇月当たりの平

均通勤所要回数」に改め、「定める職員」の次に「及び在宅勤務等手当を支給される

職員」を加える。 
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小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改正に伴う

所要の整備を行うため改正する。 

［内  容］ 

１ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改正に伴

う規定の整備（第１１条関係） 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の条項に移動が

生ずることに伴い、当該移動が生ずる条項を引用する規定を整備することとする。 

  ２ その他 

    規定を整備することとする。 

［適  用］ 

令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

 

 



小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ４ 号 

小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則（平成２８年小田原市規則第５７号）

の一部を次のように改正する。 

第１１条第１号中「厚生労働大臣」を「主務大臣」に改め、同条第３号及び第４号中

「第７７条第３項」を「第７７条第５項」に改める。 

附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



 

小田原市予防接種健康被害調査委員会規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

小田原市予防接種健康被害調査委員会の会議の開催状況を踏まえ、委員の任期の

見直しを行う等のため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 委員の任期の変更（第３条関係） 

    委員の任期を次のように変更することとする。 

改  正  後 改  正  前 

委嘱又は任命の日の属する年度の翌年

度の末日まで 

委員会に諮問された事項に関する調査

審議が終了したときまで 

  ２ 委員会の事務を処理する課の追加（第８条関係） 

    委員会の事務を処理する課として子ども若者部子ども若者支援課を加えること

とする。 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



小田原市予防接種健康被害調査委員会規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ５ 号 

小田原市予防接種健康被害調査委員会規則の一部を改正する規則 

小田原市予防接種健康被害調査委員会規則（平成２５年小田原市規則第１４号）の一

部を次のように改正する。 

第３条第２項を次のように改める。 

２ 委員の任期は、委嘱又は任命の日の属する年度の翌年度の末日までとする。ただし、

委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

第３条に次の１項を加える。 

３ 委員は、再任されることができる。 

第８条中「福祉健康部健康づくり課」の次に「又は子ども若者部子ども若者支援課」

を加える。 

附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   特別な勤務形態の職員に係る年次休暇の使用単位時間の合理化を図る等のため改

正する。 

 ［内  容］ 

  １ 児童福祉法の一部改正に伴う規定の整備（第８条の３関係） 

    児童福祉法の条項に移動が生ずることに伴い、当該移動が生ずる条項を引用す

る規定を整備することとする。 

  ２ 特別な勤務形態の職員に係る年次休暇の使用単位時間の変更（第１２条関係） 

公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要のある職員が年次

休暇を使用する場合であって特に必要があると認められるときは、１５分を単位

として年次休暇を使用することができることとする。 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ６ 号 

小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

小田原市職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成元年小田原市規則第２５号）の

一部を次のように改正する。 

第８条の３第２項中「第６条の２の２第４項」を「第６条の２の２第３項」に改める。  

第１２条第４項に次の１号を加える。  

(4) 公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要のある職員が年次休

暇を使用しようとする場合であって、特に必要があると認められるとき。  

第１２条第５項中「１時間」の次に「又は１５分」を加える。  

附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



小田原市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則及び小田原市消防団員等

公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   売春防止法の一部改正に伴う所要の整備を行うため改正する。 

 ［内  容］ 

売春防止法が一部改正され、同法による補導処分制度が廃止されることに伴い、

次に掲げる規則について、所要の規定の整備を行うこととする。 

(1) 小田原市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（第１２条関 

係） 

(2) 小田原市消防団員等公務災害補償条例施行規則（第７条の２関係） 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



 

小田原市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則及び小田原市消防団員

等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ７ 号 

小田原市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則及び小田原市 

消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則 

 次に掲げる規則の規定中「、同法第６６条」を「又は同法第６６条」に改め、「又は

売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）第１７条の規定による補導処分として婦人補

導院に収容されている場合」を削る。 

(1) 小田原市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和４３年小田原

市規則第２９号）第１２条第２号 

(2) 小田原市消防団員等公務災害補償条例施行規則（昭和４４年小田原市規則第１号） 

第７条の２第２号 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



 

小田原市職員被服等貸与規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

栄養士に厨房衣を貸与するため改正する。 

 ［内  容］ 

   栄養士（保健センター以外に勤務する職員に限る。）に厨房衣を貸与することと

する。（別表関係） 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



 

小田原市職員被服等貸与規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ８ 号 

小田原市職員被服等貸与規則の一部を改正する規則 

小田原市職員被服等貸与規則（昭和３７年小田原市規則第５号）の一部を次のように

改正する。 

別表中 

「 
５ 

 

栄養士 

 

 

給食帽 １  

」 

を 診療衣（コート型） １ 

白短靴 １ 

 
「 

５ 

 

栄養士 

 

 

給食帽 １ 厨房衣は、保健セン

ター以外に勤務する

職員のみ 

」 

に 
診療衣（コート型） １ 

厨房衣 １ 

白短靴 １ 

改める。 

  附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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小田原市職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   通勤回数の少ないパートタイム会計年度任用職員に対し、自動車等による通勤に

係る費用弁償を支給するため改正する。 

 ［内  容］ 

１ 通勤回数の少ないパートタイム会計年度任用職員に対する自動車等による通勤

に係る費用弁償の支給（第１３条関係） 

    １箇月当たりの平均通勤所要回数が１０回未満のパートタイム会計年度任用職

員が自動車等による通勤をする場合には、所定の月額を２１で除した額に当該平

均通勤所要回数を乗じて得た額を費用弁償として支給することとする（現行は、

０円）。 

  ２ 小田原市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う規定の整備（第１３条関

係） 

小田原市職員の給与に関する条例が一部改正され、在宅勤務等手当が新設され

ることに伴う所要の規定の整備を行うこととする。 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



小田原市職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第 ９ 号 

小田原市職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市職員の給与に関する条例施行規則（昭和３７年小田原市規則第２０号）の一

部を次のように改正する。 

第１３条中「、支給単位期間」を「支給単位期間」に改め、「定める職員」の次に

「並びに次条第１項の規定により在宅勤務等手当を支給される職員」を加え、「平均１

月当たりの通勤所要回数」を「在宅勤務等手当の例により算定した額を報酬として支給

される職員（１箇月当たりの平均通勤所要回数が１０回に満たない職員を除く。）にあ

ってはその額からその額に１００分の５０を乗じて得た額を減じた額、１箇月当たりの

平均通勤所要回数」に、「、０円」を「当該規則で定める額を２１で除して得た額（そ

の額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）にその者の１箇月当た

りの平均通勤所要回数を乗じて得た額」に改める。 

附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



 

小田原市財務規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   地方自治法が一部改正され、公金事務の私人に対する委託制度が指定公金事務取

扱者制度に変更されることに伴い、指定公金事務取扱者制度の導入に係る所要の整

備を行う等のため改正する。 

 ［内  容］ 

１ 組織機構の変更に伴う規定の整備（第２条、第８条の２及び別表第１関係） 

組織機構の変更に伴い、新設される課の予算主任を定める等の整備を行うこと

とする。 

  ２ 指定公金事務取扱者制度に関する事項 

   (1) 徴収又は収納の委託に係る指定の手続等（第５６条関係） 

     市長は、歳入の徴収又は歳入等の収納に関する事務の委託を受けようとする

者を指定しようとするときは、あらかじめ会計管理者と協議しなければならな 

いこととし、指定公金事務取扱者にその収納を委託することができる歳入等は、

これまでの委託制度と同様とすることとする。 

   (2) 支出の委託に係る指定の手続（第９３条関係） 

     市長は、歳出の支出に関する事務の委託を受けようとする者を指定しようと

するときは、あらかじめ会計管理者と協議しなければならないこととする。 

   (3) その他（第１２８条及び第１３４条関係） 

     地方自治法が一部改正され、指定公金事務取扱者に対する公金事務の状況の

検査及び指定公金事務取扱者の帳簿保存等の義務が同法で定められることに伴

い、これらに係る規定を廃止することとする。 

３ 地方自治法の一部改正に伴う規定の整備（第１３２条及び第１３３条関係） 

    地方自治法の条項に移動が生ずることに伴い、当該移動が生ずる条項を引用す

る規定を整備することとする。 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



小田原市財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１０号 

小田原市財務規則の一部を改正する規則 

小田原市財務規則（昭和３９年小田原市規則第４０号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号中「市議会事務局議会総務課長」を「議会局議会総務課長」に改める。 

第８条の２第１項中「市議会事務局及び監査事務局」を「監査事務局及び議会局」に

改める。 

第５６条の見出しを「（指定公金事務取扱者に対する公金の徴収又は収納の委託）」

に改め、同条第１項を次のように改める。 

市長は、法第２４３条の２第１項の規定による指定（歳入の徴収又は歳入等（法第

２３１条の２の２に規定する歳入等をいう。以下この条において同じ。）の収納に関

する事務の委託を受けようとする者に係るものに限る。）をしようとするときは、あ

らかじめ会計管理者に協議しなければならない。 

第５６条第２項中「歳入の徴収又は収納の事務の受託者は、その徴収し、又は収納し

た歳入」を「指定公金事務取扱者（歳入の徴収又は歳入等の収納に関する事務の委託を

受けた者に限る。以下この条において同じ。）は、その徴収した歳入又は収納した歳入

等」に改め、「次項において同じ。」を削り、同条第３項を次のように改める。 

３ 指定公金事務取扱者にその収納を委託することができる歳入等は、令第１７３条の

２第１項各号及び地方自治法施行令等の一部を改正する政令（令和６年政令第１２ 

号）第１条の規定による改正前の令第１５８条の２第１項各号に掲げるものとする。 

第５６条第４項中「収納の事務の受託者」を「指定公金事務取扱者」に改める。 

第９３条の見出しを「（指定公金事務取扱者に対する公金の支出の委託）」に改め、

同条第１項を次のように改める。 

市長は、法第２４３条の２第１項の規定による指定（歳出の支出に関する事務の委

託を受けようとする者に係るものに限る。）をしようとするときは、あらかじめ会計



管理者に協議しなければならない。 

第９３条第２項中「前項の規定により支出の事務の委託を受けた者」を「指定公金事

務取扱者（支出に関する事務の委託を受けた者に限る。）」に改める。 

第１２８条を次のように改める。 

第１２８条 削除 

第１３２条中「第２４３条の２の２第１項後段」を「第２４３条の２の８第１項後

段」に改める。 

第１３３条第４項中「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」

に改める。 

第１３４条第４項を削る。 

別表第１職員課の項の次に次のように加える。 

コンプライアンス推進課 コンプライアンス推進係長 

別表第１市議会事務局議会総務課の項中「市議会事務局議会総務課」を「議会局議会

総務課」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）附則第２条第３項又は

地方自治法施行令等の一部を改正する政令（令和６年政令第１２号）附則第２条第１

項の規定の適用がある場合における公金の徴収若しくは収納又は支出に関する事務の

委託については、なお従前の例による。 



 

小田原市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律が制定され、市民税の個人の均等割

と併せて森林環境税を賦課徴収することとされることに伴い、市民税の減免の計算

を森林環境税の免除に合わせて行うことができるようにするため改正する。 

 ［内  容］ 

市民税の減免の計算方法について、特別徴収又は随時課税分の場合にその年税額 

を４等分し、普通徴収の納期限を経過した税額相当分を差し引いた後の額を減額し、

又は免除するこれまでの特例を廃止することとする。（第４条関係） 

 ［適  用］ 

   令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用 



小田原市市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１１号 

小田原市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市市税条例施行規則（昭和５０年小田原市規則第３６号）の一部を次のように

改正する。 

第４条第１号中「（特別徴収又は随時課税分にあっては、その年税額を４等分し、普

通徴収の納期限を経過した税額相当分を差し引いた後の額とする。次号、第３号及び第

５号において同じ。）」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第４条の規定は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、

令和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 
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小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例施行規則の一部を改正す

る規則 

 ［改正理由］ 

   指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に

伴う所要の整備を行うため改正する。 

［内  容］ 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準の条項に移動 

が生ずることに伴い、当該移動が生ずる条項を引用する規定を整備することとする。

（第３条関係） 

［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

 



小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例施行規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１２号 

小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例施行規則の一

部を改正する規則 

小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例施行規則（令和５年小

田原市規則第１４号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「第１０５条第２項、第１２７条第２項及び第１５２条第２項」を「第

１０５条第７項、第１２７条第７項及び第１５２条第６項」に改める。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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小田原市指定地域密着型介護予防サービスに関する基準等を定める条例施行規則の一部

を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の

一部改正に伴う所要の整備を行うため改正する。 

［内  容］ 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の

条項に移動が生ずることに伴い、当該移動が生ずる条項を引用する規定を整備する

こととする。（第３条関係） 

［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

 



小田原市指定地域密着型介護予防サービスに関する基準等を定める条例施行規則の一

部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１３号 

小田原市指定地域密着型介護予防サービスに関する基準等を定める条例施行

規則の一部を改正する規則 

小田原市指定地域密着型介護予防サービスに関する基準等を定める条例施行規則（令

和５年小田原市規則第１５号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「第８２条第２項」を「第８２条第７項」に改める。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



 

小田原市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則 

 ［改正理由］ 

   介護保険法施行規則の一部改正に伴う所要の整備を行う等のため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 第１号事業に係る指定事業者の指定の手続等に係る規定の整備（旧第３条、第

５条及び旧様式第１号～旧様式第４号関係） 

    介護保険法施行規則が一部改正され、第１号事業に係る指定事業者の指定の手

続及びその申請書等の様式が同令で定められることに伴い、当該手続及び様式に

係る規定を廃止することとする。 

２ その他様式の廃止等（旧第８条、新第１０条、旧第１１条、別記様式及び旧様

式第５号～旧様式第１９号関係） 

    法令、条例及び規則の施行上必要な帳票等の様式は、第１号事業利用者負担額

減額・免除認定証を除き、別に定めることとし、規則で定められている様式を廃

止することとする。 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

   



小田原市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する条例施行規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１４号 

小田原市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する条例施行規則の一

部を改正する規則 

小田原市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する条例施行規則（平成２７年

小田原市規則第６２号）の一部を次のように改正する。 

第３条を削り、第３条の２を第３条とする。 

第５条第１項中「は、介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者変更届出書（様式

第３号）により」を「又は休止した第１号事業を再開したときは」に改め、同条第２項

及び第３項を削る。 

第８条を削り、第９条を第８条とし、第１０条を第９条とし、同条の次に次の１条を

加える。 

（帳票等の様式） 

第１０条 法令、条例及びこの規則の施行上必要な帳票等の様式は、第１号事業利用者

負担額減額・免除認定証（別記様式）その他法令に定めがあるもののほか、別に定め

る。 

 第１１条を削り、第１２条を第１１条とする。 

様式第１号から様式第１０号までを削る。 

様式第１１号中「第１１条関係」を「第１０条関係」に改め、同様式を別記様式とす

る。 

様式第１２号から様式第１９号までを削る。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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小田原市第１号訪問事業の実施に関する規則及び小田原市第１号通所事業の実施に関す

る規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   事業所の管理者による他の事業所、施設等の職務の兼務に係る要件を緩和する等

のため改正する。 

［内  容］ 

 １ 小田原市第１号訪問事業の実施に関する規則の一部改正（改正規則第１条関 

係） 

(1) 介護保険法施行規則第百四十条の六十三の六第一号に規定する厚生労働大臣

が定める基準の全部改正に伴う規定の整備（第５条関係） 

  介護保険法施行規則第百四十条の六十三の六第一号に規定する厚生労働大臣

が定める基準の告示番号が変更されることに伴い、当該告示を引用する規定を

整備することとする。 

(2) 基準緩和訪問型サービス事業所の管理者の兼務制限の廃止（第１０条関係） 

基準緩和訪問型サービス事業所の管理者は、管理上支障のない範囲で、当該

事業所の同一敷地外における他の事業所、施設等の職務を兼務することができ

ることとする（従来は、同一敷地内のものに限る。）。 

   (3) 介護保険法の一部改正に伴う規定の整備（第２５条関係） 

     介護保険法の条項に移動が生ずることに伴い、当該移動が生ずる条項を引用

する規定を整備することとする。 

 ２ 小田原市第１号通所事業の実施に関する規則の一部改正（改正規則第２条関 

係） 

１と同様の規定の整備等の改正を行うこととする。 

［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

 



小田原市第１号訪問事業の実施に関する規則及び小田原市第１号通所事業の実施に関

する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１５号 

小田原市第１号訪問事業の実施に関する規則及び小田原市第１号通所事業の

実施に関する規則の一部を改正する規則 

（小田原市第１号訪問事業の実施に関する規則の一部改正） 

第１条 小田原市第１号訪問事業の実施に関する規則（平成２７年小田原市規則第６３

号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「令和３年厚生労働省告示第７１号」を「令和６年厚生労働省告示第８４

号」に改める。 

第１０条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２５条第１項中「第１１５条の４７第４項」を「第１１５条の４７第５項」に改

める。 

（小田原市第１号通所事業の実施に関する規則の一部改正） 

第２条 小田原市第１号通所事業の実施に関する規則（平成２７年小田原市規則第６４

号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「令和３年厚生労働省告示第７１号」を「令和６年厚生労働省告示第８４

号」に改める。 

第１０条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２５条第１項中「第１１５条の４７第４項」を「第１１５条の４７第５項」に改

める。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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小田原市第１号介護予防支援事業の実施に関する規則及び小田原市一般介護予防事業の

実施に関する規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   介護保険法の一部改正に伴う所要の整備を行うため改正する。 

［内  容］ 

介護保険法の条項に移動が生ずることに伴い、次の規則について、当該移動が生

ずる条項を引用する規定を整備することとする。 

(1) 小田原市第１号介護予防支援事業の実施に関する規則（第３条関係） 

(2) 小田原市一般介護予防事業の実施に関する規則（第３条関係） 

［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

 



小田原市第１号介護予防支援事業の実施に関する規則及び小田原市一般介護予防事業

の実施に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１６号 

小田原市第１号介護予防支援事業の実施に関する規則及び小田原市一般介護

予防事業の実施に関する規則の一部を改正する規則 

次に掲げる規則の規定中「第１１５条の４７第４項」を「第１１５条の４７第５項」

に改める。 

(1) 小田原市第１号介護予防支援事業の実施に関する規則（平成２７年小田原市規則第

６６号）第３条第１項 

(2) 小田原市一般介護予防事業の実施に関する規則（平成２７年小田原市規則第６７

号）第３条第２項 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



- 9 - 

社会福祉事務の権限を福祉事務所長に委任する規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改正に伴う

所要の整備を行うため改正する。 

［内  容］ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の条項に移動が生

ずることに伴い、当該移動が生ずる条項を引用する規定を整備することとする。

（第２条関係） 

［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

 



社会福祉事務の権限を福祉事務所長に委任する規則の一部を改正する規則をここに公

布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１７号 

社会福祉事務の権限を福祉事務所長に委任する規則の一部を改正する規則 

社会福祉事務の権限を福祉事務所長に委任する規則（昭和３８年小田原市規則第１４

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第６０号中「第７７条第３項」を「第７７条第５項」に改める。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



 

生活困窮者自立支援法施行細則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   生活困窮者自立支援法施行規則の一部改正に伴う所要の整備を行うため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 住居確保給付金支給対象者証明書の交付要件の整備（第２条関係） 

    住居確保給付金支給対象者証明書は、受給対象者が住居を喪失している者であ

る場合に交付するものであることを明記することとする。 

    ２ 給与等の収入額の報告に係る規定の整備（第４条関係） 

    生活困窮者住居確保給付金の受給者のうち就職しているものは、毎月、給与等

の収入額を確認することができる書類を福祉事務所長に提出しなければならない

こととする。 

  ３ その他 

    規定を整備することとする。 

 ［適  用］ 

   公布の日 



生活困窮者自立支援法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１８号 

生活困窮者自立支援法施行細則の一部を改正する規則 

生活困窮者自立支援法施行細則（平成２７年小田原市規則第１７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第２項中「適正と認められるとき」を「その給付の要件を満たすものであり、

かつ、当該申請者が居住する住宅の所有権又は使用及び収益を目的とする権利を失った

者であるとき」に改め、同条第３項中「で、住居を喪失しているもの」を削る。 

第４条第１項中「第１２条第２項」を「第１０条第５号」に改め、同条第２項中「は、

受給者及びその受給者と同一の世帯に属する者」を「又は省令第３条第２号に掲げる事

由に該当することによる受給者は、当該受給者」に改める。 

第５条の見出しを「（支給額等の変更）」に改め、同条第１項中「支給額の変更が生

じる場合には」を「支給額等の変更を求めようとするときは」に改める。 

 第６条を削る。 

 第７条中「住居確保給付金の」を「生活困窮者住居確保給付金の」に、「様式第１２

号」を「様式第８号」に改め、同条を第６条とする。 

第８条第１項中「様式第１３号」を「様式第９号」に改め、同条第２項中「様式第 

１４号」を「様式第１０号」に改め、同条を第７条とし、第９条を第８条とする。 

様式第８号から様式第１１号までを削る。 

様式第１２号中「第７条関係」を「第６条関係」に改め、同様式を様式第８号とする。 

様式第１３号中「第８条関係」を「第７条関係」に改め、同様式を様式第９号とする。 

様式第１４号中「第８条関係」を「第７条関係」に改め、同様式を様式第１０号とす

る。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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小田原市子どものための教育・保育給付認定及び保育の実施に関する規則の一部を改正

する規則 

 ［改正理由］ 

   子ども・子育て支援法の一部改正に伴う所要の整備を行うため改正する。 

［内  容］ 

子ども・子育て支援法の条項に移動が生じたことに伴い、当該移動が生じた条項

を引用する規定を整備することとする。（第３条関係） 

［適  用］ 

   公布の日 

 



小田原市子どものための教育・保育給付認定及び保育の実施に関する規則の一部を改

正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第１９号 

小田原市子どものための教育・保育給付認定及び保育の実施に関する規則の

一部を改正する規則 

小田原市子どものための教育・保育給付認定及び保育の実施に関する規則（平成２７

年小田原市規則第１８号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１号中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同条第２号

中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例施行

規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   児童福祉法及び子ども・子育て支援法の一部改正に伴う所要の整備を行うため改

正する。 

［内  容］ 

児童福祉法及び子ども・子育て支援法の条項に移動が生ずることに伴い、当該移

動が生ずる条項を引用する規定を整備することとする。（第１０条及び様式第５号

関係） 

［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

 



小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例施

行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２０号 

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関す

る条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例施

行規則（平成２７年小田原市規則第１９号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第１項及び様式第５号（裏）中「第５６条第７項若しくは第８項又は法附則 

第６条第７項」を「第５６条第６項若しくは第７項又は法附則第６条第６項」に改める。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



小田原市小児医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   小田原市小児医療費助成条例の一部改正に伴う所要の整備を行うため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 題名の変更（題名関係） 

    題名を次のように変更することとする。 

改  正  後 改  正  前 

小田原市子ども医療費助成条例施行規則 小田原市小児医療費助成条例施行規則 

  ２ 医療費の助成対象の呼称の変更等に伴う規定の整備（第１条、第４条、第６条

～第１０条及び様式第１号～様式第７号関係） 

    医療費助成の対象の拡大により、助成対象の呼称が小児から子どもに、制度の

名称が小児医療費助成から子ども医療費助成に変更されることに伴う所要の規定

の整備を行うこととする。 

  ３ 医療証の有効期間に係る規定の整備（第５条関係） 

    医療費助成の対象年齢が１８歳までに拡大されることに伴い、医療証の有効期

間をこれに併せて変更することとする。 

  ４ 小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部改正（改正規則附則第３

項関係） 

    小田原市小児医療費助成条例及びこの規則の題名の変更に伴う所要の規定の整

備を行うほか、医療費助成の対象年齢の拡大に伴い、その医療証の更新の申請に

係る事務における個人番号の利用について所要の整備を行うこととする。（第２

条及び第６条関係） 

  ５ その他の関係規則の整備（改正規則附則第４項～第６項関係） 

    助成制度の名称の変更等に伴い、次の規則について、所要の規定の整備を行う

こととする。 

   (1) 小田原市事務分掌に関する規則（第３条関係） 

   (2) 小田原市役所地域センター住民窓口及び窓口コーナー設置規則（第３条関 

係） 

   (3) 小田原市養育医療に関する規則（様式第４号関係） 



 ［適  用］ 

   令和 ６ 年１０月 １ 日 



小田原市小児医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２１号 

  



小田原市小児医療費助成条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市小児医療費助成条例施行規則（平成２９年小田原市規則第９号）の一部を次

のように改正する。 

題名を次のように改める。 

小田原市子ども医療費助成条例施行規則 

第１条中「小田原市小児医療費助成条例」を「小田原市子ども医療費助成条例」に改

める。 

第４条第１項中「小田原市小児医療費助成医療証交付申請書」を「小田原市子ども医

療費助成医療証交付申請書」に改め、同条第２項第１号中「その監護する小児」を「子

ども」に、「第２条第５項第１号」を「第２条第４項第１号」に改め、同項第２号中

「小児」を「子ども」に改め、同項第３号を削り、同項第４号中「前３号」を「前２

号」に改め、同号を同項第３号とし、同条第３項中「小田原市小児医療費助成医療証不

交付決定通知書」を「小田原市子ども医療費助成医療証不交付決定通知書」に改める。 

第５条第１項第１号中「１５歳」を「１８歳」に、「小児」を「子ども」に、「１４

歳」を「１７歳」に改め、同項第２号中「１５歳」を「１８歳」に、「小児」を「子ど

も」に改め、同項第３号を削る。 

第６条第２項及び第３項を削り、同条第４項中「第１項又は第２項」を「前項」に、

「小田原市小児医療費助成受給資格喪失通知書」を「小田原市子ども医療費助成受給資

格喪失通知書」に改め、同項を同条第２項とする。 

第７条第１項中「小田原市小児医療費助成医療証再交付申請書」を「小田原市子ども

医療費助成医療証再交付申請書」に改める。 

第８条第１項中「小田原市小児医療助成費支給申請書」を「小田原市子ども医療助成

費支給申請書」に改める。 

第９条第１項中「小田原市小児医療費助成受給資格喪失・申請事項変更届」を「小田

原市子ども医療費助成受給資格喪失・申請事項変更届」に改める。 

第１０条中「小田原市小児医療費助成受給資格喪失通知書」を「小田原市子ども医療

費助成受給資格喪失通知書」に改める。 

第１１条中「小児」を「子ども」に改める。 

様式第１号を次のように改める。



様式第１号（第４条関係） 

小田原市子ども医療費助成医療証交付申請書 

年  月  日 

小田原市長 様 

 

次のとおり申請します。 

 

申請者 

フリガナ 

氏  名 

 生年月日  

 個人番号             

住  所  

電話番号  続  柄  

 

配偶者（ 有・無 ） 

フリガナ 

氏  名 

 生年月日  

 個人番号             

住  所  

電話番号  続  柄  

 

対象となる子ども 

フリガナ 

氏  名 

 生年月日  

個人番号             

住  所  

加入医療保険  性  別  

他の医療

費助成制

度等の利 

用状況 

 

申請理由  

  



 

「  

   

「  

   

様式第２号中「○乳 」を「○子 」に、 

対

象

小

児 

」 

を 

対
象
と
な
る
子
ど
も 

」 

に、「小田原市小児医療 

       

費助成条例」を「小田原市子ども医療費助成条例」に改める。 

様式第３号中「小田原市小児医療費助成医療証不交付決定通知書」を「小田原市子ど

も医療費助成医療証不交付決定通知書」に改める。 

様式第４号中「小田原市小児医療費助成受給資格喪失通知書」を「小田原市子ども医

療費助成受給資格喪失通知書」に、「小田原市小児医療費助成条例」を「小田原市子ど

も医療費助成条例」に改める。 

様式第５号中「小田原市小児医療費助成医療証再交付申請書」を「小田原市子ども医

療費助成医療証再交付申請書」に、「となる小児」を「となる子ども」に改める。 

様式第６号及び様式第７号を次のように改める。



様式第６号（第８条関係） 

小田原市子ども医療助成費支給申請書 

受 給 者 番 号          

対象となる子ども 氏 名  生年月日  

申請に係る自己負担額  

子ども医療助成費の支給を申請します。 

    年  月  日   

小田原市長 様 

申請者 住  所 

氏  名           

電話番号            

振
込
先
（
申
請
者
） 

金 融 機 関 名  

 

支 店 名  

支 店 コ ー ド  

預 金 種 目  

口 座 番 号  

口 座 名 義  
 

  



様式第７号（第９条関係） 

小田原市子ども医療費助成受給資格喪失・申請事項変更届 

受 給 者 番 号           

対象となる子どもの氏名  

対象となる子どもの生年月日  

変
更
の
場
合 

転市 
居内 

変更後の住所  

氏
名 

変更前の氏名  

変 更 の 理 由  

加
入
医
療
保
険 

 

届
出
者
の
配
偶
者 

婚 姻 等 に 

よ り 追 加 

フリガナ 

氏  名 

生年月日 

（子どもとの縁組  有 ・ 無 ） 

離婚、死亡等 氏名 

そ の 他 の 事 項  

資
格
喪
失
の
場
合 

１ 転出（転出先住所                        ） 

２ 他制度を利用（ 生活保護 ・ ひとり親家庭等医療 ・ 重度障害者医療 ） 

３ 死亡 

４ その他（                            ） 

変更又は資格喪失の年月日  

上記のとおり子ども医療費助成の 
申請事項に変更があった 

受給資格がなくなった 
ので届け出ます。 

    年  月  日  

小田原市長 様 

届出者 住  所 

    氏  名 

    電話番号 

  



附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の様式第２号による医療証であって、この規則の施行の際現に有効なものは、

改正後の様式第２号による医療証とみなす。 

 （小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則の一部改正） 

３ 小田原市個人番号の利用に関する条例施行規則（平成２８年小田原市規則第５７

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号及び第２号中「小田原市小児医療費助成条例」を「小田原市子ども医

療費助成条例」に改め、同条第３号中「小田原市小児医療費助成条例施行規則」を

「小田原市子ども医療費助成条例施行規則」に改め、「又は同条第２項の医療証の有

効期間の更新の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対す

る応答に関する事務」を削る。 

第６条第１号及び第２号中「小田原市小児医療費助成条例」を「小田原市子ども医

療費助成条例」に改め、同条第３号中「小田原市小児医療費助成条例施行規則」を

「小田原市子ども医療費助成条例施行規則」に改め、「又は同条第２項の医療証の有

効期間の更新の申請に係る事実についての審査に関する事務」を削り、同号ア中「小

田原市小児医療費助成条例」を「小田原市子ども医療費助成条例」に改める。 

 （小田原市事務分掌に関する規則の一部改正） 

４ 小田原市事務分掌に関する規則（昭和４４年小田原市規則第２９号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条子ども若者部子育て政策課の事務分掌(6)中「小児」を「子ども」に改める。 

 （小田原市役所地域センター住民窓口及び窓口コーナー設置規則の一部改正） 

５ 小田原市役所地域センター住民窓口及び窓口コーナー設置規則（昭和５１年小田原

市規則第１８号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項第１４号中「小児医療費助成」を「子ども医療費助成」に改める。 

 （小田原市養育医療に関する規則の一部改正） 

６ 小田原市養育医療に関する規則（平成２５年小田原市規則第２２号）の一部を次の

ように改正する。 



様式第４号中「小児医療費助成制度等」を「子ども医療費助成制度等」に改める。 



 

小田原市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則 

 ［改正理由］ 

   一般廃棄物の処理手数料に係る収納の事務をコンビニエンスストアに委託するこ

とに伴う様式の整備を行うため改正する。 

 ［内  容］ 

一般廃棄物の処理手数料に係る収納の事務をコンビニエンスストアに委託するこ

とに伴う一般廃棄物の処理手数料の納入通知書等及び督促状の様式の整備を行うこ

ととする。（様式第６号及び様式第６号の３関係） 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



小田原市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例施行規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２２号 

小田原市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例施行規則の一

部を改正する規則 

小田原市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例施行規則（平成５年小

田原市規則第４１号）の一部を次のように改正する。 

様式第６号その１及びその２を次のように改める。 



様式第６号その１（第１５条関係）（光学的文字読取装置によるもの１） 

 

○公 小田原市清掃手数料収入済通知書  ○公  
小田原市 
清掃手数料 

納付書（原符） 

 

○公 小田原市清掃手数料納入通知書兼領収書 
  

 
加入者名  
口座番号  

加入 
者名 

 
口座 
番号 

 納入 
額 

円 
 加入者名  

 方  台帳番号  

口座番号   
様 

 種 別  

収入機関 
番 号 

 台帳 
番号 

 確認 
番号 

 納入 
区分 

   
  

 納 期 限  

  作業場所 

納期限  種別    納期限   年度  清掃手数料 
 

  納入額     円  月 分 人員又は数量  
 

延滞金額     円        円 
 

合計金額     円        円 
 

延滞金額 円 合計金額 円 領収日付印  台帳番号  納入額計      円 
左記のとお
り領収しま
した。 

納入額 円 
納入義 
務者名 

 
  

納入義
務者名    消費税額   円 

Ｃ

Ｖ

Ｓ

収

納

用 

   備 考 領収日付印  
 

延滞金額   円  領収日付印 

     
 

合計金額   円 
   

     
上記のとおり納入してください。 
 
小田原市長     □印  

   

 

 （小田原市/コンビニ本部控）             （金融機関/コンビニ店舗控）        （納入者控） 



様式第６号その２（第１５条関係）（光学的文字読取装置によるもの２） 

 

○公 小田原市清掃手数料収入済通知書  ○公  
小田原市 
清掃手数料 

納付書（原符） 
 
○公 小田原市清掃手数料納入通知書兼領収書 

 

年度 清掃手数料 

加入 
者名 

 
口座 
番号 

 納入 
額 

円 
 加入者名  

 
方 

台 帳 番 号 
 

口座番号  
収入機関 
番 号 

 台帳 
番号 

 確認 
番号 

 納入 
区分 

   
 様 種 別 

 

納期限  種別    納期限   
 

口座振替 不能のお知らせ 
作 業 月 

 

  納入額 円  
あなたにお申し込みいただいております清掃手

数料の口座振替手続については、今回、引き落と

しができておりません。 

 つきましては、裏面納付場所にてお支払いくだ

さい。 

 なお、延滞金が生ずる場合がありますので、詳

しくは裏面担当課までお問い合わせください。 

納 付 額 円 

延滞金額 円 消 費 税 額 円 

合計金額 円 延 滞 金 額 円 

延滞金額 円 合計金額 円 領収日付印  台帳番号    
右記のとおり領収 

しました。 

合 計 円 

納入額 円 
納入義 
務者名 

 
  

納入義
務者名   

   
 

領
収
日
付
印 

 上記のとおり納入
してください。 

Ｃ

Ｖ

Ｓ

収

納

用 

   備 考 領収日付印  
 

 

     
 

 
 
小田原市長  □印  

    
   

 

 
 
 

   

      

 （小田原市/コンビニ本部控）             （金融機関/コンビニ店舗控）        （納入者控） 



 

様式第６号の３を次のように改める。 



 

様式第６号の３（第１５条関係） 

 
小田原市清掃手数料収入済通知書（督促） 

 
小田原市清掃手数料 

納付書（原符） 

 小田原市清掃手数料 
督促状 兼 領収証書 

年度 月別 種別    下記手数料については、指定された納期限

までに納付されておりません。 

つきましては、本状を裏面納付場所に御持

参の上至急納付してください。 
納 入 額 円  

 年度 月別 種別  

延 滞 金 額 円  納 入 額 円  
年度 月別 種別 

合 計 円  延 滞 金 額 円  
納 入 額 円  

  消 費 税 額 円  
  

合 計 円  
 延 滞 金 額 円  

   合 計 円 

  
納 期 限  

納 期 限  
  指 定 期 限  
  

指 定 期 限  
台 帳 番 号  

  納 入 
義 務 者 名 

 

納 期 限  台 帳 番 号  
※延滞金額は発付日現在で計算しています。 

指 定 期 限 
 

納 入 
義 務 者 名 

 

上記のとおり納付してください。 
  

台 帳 番 号 
 小田原市長        □印   

   

（既に納付されている方へ） 

 この督促状は  月  日までに市役

所に到着し処理されたものを確認したも

のです。既に納付されている場合は、行

き違いですので、御了承ください。 

納 入 義 務 者 名 
 

  

ＣＶＳ収納用 
  
  

    
       上記のとおり領収しました。 

  領 収 日付印   領収日付印   領 収 日付印 

        

                     （小田原市/コンビニ本部控）     （金融機関/コンビニ店舗控）           （納付者控） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

督促状について 

１ 延滞金 

  次の割合で計算した延滞金を合わせて納めていただきます。（算出

された延滞金額が１，０００円未満の場合は全額を、１，０００円以

上で１００円未満の端数がある場合はその端数を切り捨てます。） 

  ・納期限の翌日から１か月を経過する日までの期間 

    延滞金特例基準割合※に年１％を加算した割合（上限年７．３％） 

  ・納期限の翌日から１か月経過後より納付日までの期間 

    延滞金特例基準割合に年７．３％を加算した割合（上限年１４．６％） 

 ※延滞金特例基準割合とは、財務大臣が告示する割合（各年の前年８

月までの１年間の国内銀行の短期貸出約定平均金利の年平均）に年

１％を加算した割合です。 

２ 不服の申立てについて 

この督促に不服がある場合は、この督促状を受け取った日の翌日か

ら起算して３か月以内に小田原市長に対して審査請求をすることがで

きます。 

また、この督促の取消しを求める訴えをする場合は、前記の審査請

求に対する裁決を経た後に、裁決の送達を受けた日の翌日から起算し

て６か月以内に、市を被告として（訴訟において市を代表する者は、

市長となります。）提起することができます。ただし、次の(1)から

(3)までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経な

いで督促の取消しの訴えを提起することができます。 

(1) 審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避け

るため緊急の必要があるとき。 

(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

《お願い》 

 既に納付されている場合は、行き違いですので御了承ください。 



 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



- 3 - 

小田原市漁港管理条例施行規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   漁港漁場整備法の一部改正に伴う所要の整備を行う等のため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 漁港漁場整備法の一部改正に伴う規定の整備（第８条関係） 

漁港漁場整備法の題名が次のように改められることに伴い、同法の題名を引用

する規定を整備することとする。 

改  正  後 改  正  前 

漁港及び漁場の整備等に関する法律 漁港漁場整備法 

  ２ その他 

    規定を整備することとする。 

 ［適  用］ 

令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



小田原市漁港管理条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２３号 

小田原市漁港管理条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市漁港管理条例施行規則（昭和４０年小田原市規則第１１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第２号中「第４条各号」を「第６条各号」に改め、同条第４号中「医薬品」の

次に「及び医薬部外品」を加える。 

第８条中「条例第１２条に規定する漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整備等に関

する法律」に改める。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



小田原市高等学校等奨学金支給規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   小田原市高等学校等奨学金の受給資格を変更するため改正する。 

 ［内  容］ 

   小田原市高等学校等奨学金の受給資格のうち、学業成績等に関する要件を次のよ

うに変更することとする。（第２条及び様式第２号関係） 

改  正  後 改  正  前 

学習意欲があり、学力の向上が期待で

きること。 

品行方正であり、かつ、学業成績が優

良であること。 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



小田原市高等学校等奨学金支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２４号 

小田原市高等学校等奨学金支給規則の一部を改正する規則 

小田原市高等学校等奨学金支給規則（平成２３年小田原市規則第６号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第４号を次のように改める。 

(4) 学習意欲があり、学力の向上が期待できること。 

様式第２号を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第２号（第４条関係） 

推薦書 

 

                             年  月  日 

 

 小田原市長 様 

 

                       学校長         □印  

 

 次の生徒は、学習意欲があり、学力の向上が期待できるので、奨学生に推薦しま

す。 

住 所  

氏 名  

学校長の意見 

 

その他必要事項 

 



 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 



 

小田原市消防吏員の階級、服制等に関する規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

 消防吏員の防火服装の見直しに伴う服制の変更を行う等のため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 夏服及び上略衣の追加等（別表第１及び別表第９関係） 

    消防吏員の男子夏服及び女子夏服の上衣に長袖を追加することとするほか、執

務服及び救助服の上略衣に係る形状を定めることとする。 

  ２ 防火服装の変更等（別表第３関係） 

    消防吏員の防火服装について、防火保安帽、防火フード、しころ及び防火衣等

の仕様を整備することとする。 

  ３ その他 

    規定を整備することとする。 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

 



小田原市消防吏員の階級、服制等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２５号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



小田原市消防吏員の階級、服制等に関する規則の一部を改正する規則 

小田原市消防吏員の階級、服制等に関する規則（昭和３９年小田原市規則第２５号）

の一部を次のように改正する。 

別表第１の２の表上衣の項中「半袖」の次に「及び長袖」を加える。 

別表第３防火保安帽の項を次のように改める。 

防火保安帽 

色及び地質 
黄色の軽量強化プラスチック製。ただし、消防長が指

定する指揮者の場合には色を変えることができる。 

製式 

かぶと型とし、内部に頭部を保護する緩衝装置を付け 

る。前後部にひさしを付け、顎ひもは、合成繊維と 

し、調整金具付きとする。 

き章 特殊樹脂製消防章を前面中央に付ける。 

周章 帽の腰周りに赤色反射線１条を付ける。 

標識 
帽の両側面に小田原市消防本部名を横書き黒色で表示

する。後面には、階級を示す標識を付ける。 

別表第３防火保安帽の項の次に次のように加える。 

防火フード 色及び地質 紺系色の耐熱性防水布の織物 

別表第３しころの項及び防火衣の項を次のように改める。 

しころ 

色及び地質 紺系色又は赤色の耐熱性防水布の織物 

製式 

取付け金具により帽に付着させるものとし、前面は、

両眼で視認できる部分を除き、閉じることができるも

のとする。 

標識 後面に所属を示す標識を付ける。 

 

 

 

 

防火

衣 

上衣 

色及び地質 金色及び紺系色の耐熱性防水布の織物 

製式 

一枚襟バンド付とする。内衣を設け、肩部に衝撃緩衝

材を入れる。前面は、金属ファスナー及びマジックテ

ープで留め、左右側方及び胸部に蓋付きポケットを付

ける。両袖、胸ポケット、裾及び背部に反射線を付け

る。 



 

ズボ

ン 

色及び地質 上衣と同様とする。 

製式 

長ズボンとし、内衣を設ける。左右側方に蓋付きポケ

ット、左右裾口に反射線を付ける。取り外しが可能な

サスペンダーを付ける。 

 別表第３安全ベルトの項を削る。 

 別表第９第５図を次のように改める。 

 第５図 男子夏服上衣及び女子夏服上衣 

        半袖              長袖 

   

 別表第９中第１１図を削り、第１２図を第１１図とし、第１３図を第１２図とし、第 

１２図の次に次の１図を加える。 

 第１３図 上略衣 

   

 別表第１０備考３(2)中「庁舎内における」を削る。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 



小田原市消防団の組織及び消防団員の階級等に関する規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   消防団員の服制について、き章の着用を定める等のため改正する。 

 ［内  容］ 

  １ 消防団員のき章の着用（第７条関係） 

    消防団員は、制服、盛夏衣及び活動衣を着用するときは、上衣の左腕上部にき

章を付けることとする。 

  ２ その他 

    規定を整備することとする。 

 ［適  用］ 

   令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 



小田原市消防団の組織及び消防団員の階級等に関する規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月３１日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第２６号 

小田原市消防団の組織及び消防団員の階級等に関する規則の一部を改正する 

規則 

小田原市消防団の組織及び消防団員の階級等に関する規則（昭和４１年小田原市規則

第６０号）の一部を次のように改正する。 

第７条に次の１項を加える。 

２ 消防団員は、制服（盛夏衣及び活動衣を含む。）を着用するときは、常に上衣の左

腕上部に別に定めるき章を付けなければならない。 

別表第２男性団員用制服の項中「右側後方」を「両側後方」に改め、同表第６図中 

「作業衣」を「活動衣」に改める。 

   附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 


